
令和元年10月1日以後に開始する事業年度の税率の改正について

○ 地方法人特別税が廃止され，新たに特別法人事業税が創設されました。（注）
○ 特別法人事業税の創設に伴い，法人事業税（所得割・収入割）の税率が改正され
ました。
※この改正の前後で，(法人事業税と地方法人特別税又は特別法人事業税を合わせた)
税負担は概ね変わりません。

【改正のイメージ】資本金１億円以下の普通法人等（年800万円超の所得）を例として

令和元年９月３０日 地方法人特別税 法人事業税（標準税率） 合計税率

までに開始する事業年度 ２．８９４４％ ６．７％ ９．５９４４％

令和元年１０月１日 特別法人事業税 法人事業税（標準税率） 合計税率

以後に開始する事業年度 ２．５９％ ７．０％ ９．５９％

※地方法人特別税及び特別法人事業税の税率を法人事業税の税率に換算しています。

［法人事業税の税率×地方法人特別税又は特別法人事業税の税率］

○ 法人県民税（法人税割）の税率が引き下げられました。

※(その他)詳しい税率については裏面をご覧ください。

(注) 特別法人事業税（国税）の創設

地方法人特別税（国税）が廃止され，一旦，法人事業税に復元されますが，復元された法人事業税（所得割・

収入割）の一部（法人事業税の約３割）が分離され，新たに特別法人事業税（国税）が創設されています。

税率改正後初年度の予定申告について

法人県民税・事業税の税率改正及び特別法人事業税の創設に伴い，令和元年１０月１日
以後に開始する最初の事業年度に係る予定申告については，経過措置が設けられています。

予定申告額の計算方法

○法人県民税（法人税割）
（前事業年度の法人税割額×１．９）÷前事業年度の月数
○法人事業税
（前事業年度の法人事業税額（割ごとの額）÷前事業年度の月数）×６．３
○特別法人事業税
（前事業年度の法人事業税額（※各割の合計額）÷前事業年度の月数）×２．３

※外形標準課税対象法人の場合，所得割・付加価値割・資本割の合計額となります。

【お問い合わせ先】

徳島県東部県税局 徳島庁舎 県民税・事業税担当 ０８８－６２６－８８４３

吉野川庁舎 課税担当 ０８８３－２６－３９２２

南部総合県民局 地域創生部 県税担当 ０８８４－２４－４１２０

西部総合県民局 地域創生部 県税担当 ０８８３－５３－２０２２

-徳島県-



　　　　　　１．２％
　　　　　　０．５％

　　　　　　１．２％
　　　　　　０．５％

　　　　　　　　　（※） 徳島県では，県土強靱化の推進，交通ネットワークの整備及び産業活性化に要する税源に
　　　　　　　　　　　充てるため，令和８年３月３１日までの間に終了する事業年度分について，法人県民税（税割）
　　　　　　　　　　　の超過課税を実施しています。詳細は県ホームページ（税務課）をご覧下さい。

　　　　　　　　※なお，電気供給業（うち発電・小売電気事業）の法人については，令和２年４月１日以後に開始する
　　　　　　　　　 事業年度から，課税方式の見直しが行われます。詳細は県ホームページ（税務課）をご覧下さい。
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保険業法に規定する相互会社


